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「国の責任で社会保障制度の拡充を求める請願」

署名については、中央社保協では、今年は作成を

見送り現在開かれている通常国会中は現在の署名

を活用することになりました。

東京では、現在の２５条署名をベースに、東京

社保協、東京土建、東京地評、東京民医連の連名

で、「新２５条署名」「新２５条ハガキ署名」に

取り組むことになりました。

この「新署名」は、Ａ４版署名用紙を１８万１

千５百部、署名ハガキ付きチラシ（受取人払い）

１８万部の合計３６万１千５百部作成しました。

今年は、中央段階で新たな署名を作成しないので、

地域社保協・加盟団体もこの署名用紙を活用して

下さい。

この新署名は目標を３０万筆とします。全ての

地域社保協、都団体は、この目標をもとに役員・

構成員が署名を行うとともに、組織内での集約を

確実に行い、あわせて集合住宅での全戸配布や駅

頭宣伝なども計画して取り組みを開始しましょう。

東京社保協は、引き続き中央社保協と共同して

「４の日」宣伝として、毎月１４日に巣鴨駅（１

４日が土日になった場合は、ロングラン宣伝とし

て巣鴨地蔵通り商店街入口）での宣伝行動に取り

組みます。

各地域では、９の日宣伝や、消費税増税阻止の

宣伝などと連携して宣伝行動を行いましょう。

なお、集まった署名は今回は「東京独自」署名

ですので、東京社保協に集中して下さい。



「いのちと健康を脅かす、高すぎる国保料（税）

の引き下げを求める」陳情を、１万９４５７筆の

署名（２月上旬集約分）とともに都議会に提出し

て行ってきました。

しかし委員会では、他の委員は一切発言をせず

審議は打ち切られ、共産党委員２名の賛成のみで

不採択となりました。なお、この厚生委員会には

３０人を超える都民が傍聴を行いました。

残念ながら陳情は不採択となりましたが、引き

続き、区市町村議会での国保料（税）の引き下げ

に取り組みましょう。

２月１９日に開催された都議会厚生委員会では、

共産党の白石たみお都議が「高すぎる国保料（税）

に国保加入者は悲鳴を上げている。高すぎる国保

料（税）が原因で生活が困難になり滞納を余儀な

くされている。国保の財政運営に責任を持ってい

る東京都として、国保料（税）の引き下げのため

に財政支援を行え」と発言しました。

２月２２日、かつしか

シンフォニーヒルズで葛

飾社保協の第２４回総会

が開催され２１団体３３

人が参加しました。

井岡進副会長の開会あ

いさつに続き、公文昭夫

会長が、安倍政権による文書偽造問題やトランプ

持ち上げなど国際的恥さらしを行う一方で、高い

国保料、消費税１０％引き上げ、４兆円にのぼる

社会保障削減と国民をないがしろにする政策を推

し進めているとあいさつしました。

東京社保協の相川事務局次長が、情勢報告をか

ねて国保改善問題について丁寧にふれながら来賓

あいさつを行いました。続いて、共産党の木村秀

子区議が区議会報告をかねてあいさつしました。

吉野事務局長が、この１年間の取り組みとして、

国保改善署名や消費税増税反対、高齢者要求での

共同行動、なんでも相談会活動などの活動を報告

し、引き続き「安全・安心の医療・介護」を守る

活動を展開していくこと提案しました。

８人の討論を経て新役員を選出し、最後に菅野

副会長が、まとめを兼ねて閉会挨拶を行いました。

（吉野 五郎事務局長）

西多摩社保協はこの間、高齢期の全都要請行動

の中で、西多摩の８自治体に要請行動を実施して

きました。その中で、東京社保協が取り組んでい

る「国保の子どもの均等割軽減」の要求を全ての

自治体に提出しました。

これを受けてあきるの市が、国保運営協議会で

「２６市で唯一平等割が残っており、それを３年

間で段階的に廃止し、同じ応益負担の均等割を上

げることで財政のバランスをとる」という提案を

行ってきました。

協議会では、多子世帯に大きな影響がある点で

何らかの措置が必要という声が多く出され、子ど

もの均等割の軽減を検討することになりました。

なお、議会はこれから開催しますので決定では

ありませんので、具体的な内容については決定次

第報告します。 （西多摩社保協ニュース）

２月１４日、「４の日」

署名・宣伝行動を巣鴨駅

前で行い、１４団体４８

人、その内東京は２５人

（土建１６人）が参加し

ました。

この日は、行動終了後に続けて「消費税１０％

中止ネットワーク」の宣伝も行われました。

この行動では、７７筆の署名を集約しティッシュ

約２５００個を配布しました。
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都議会第１回定例会開会日の２月２０日、都民

連・東京地評・東京社保協主催で開会日行動が行

われ、都庁前に約２５０人が参加しました。

東京地評議長の荻原淳さんが開会あいさつを行

い、日本共産党の星見てい子都議（目黒区選出）

が連帯あいさつを行いました。星見都議は、築地

市場跡地を都の市場会計から一般会計に売却（有

償所管換え）する１８年度補正予算案について、

日本共産党など６会派が、小池都知事との一問一

答形式での審議を要求したのに対して、都民ファー

スト・公明党が拒否したことで、議会の開会の目

途が立っていない。と報告し、こんなことは都議

会史上始めてだ、「築

地を守る」の公約を裏

切り続けてきた小池知

事に対して「公約実現」

を求めて奮闘すると決

意を報告しました。

引き続き、東京土建

の小坂剛さんが建設労

働者の低賃金実態を告

発。東京高連の菅谷正

実さんが、高すぎる国

保料の負担増ストップ

を訴えました。

なお、開会日行動の

前段で、東京社保協と

して知事要請を障都連・

東京土建・福祉保育労・

都立病院の充実を求め

る連絡会などから７人

が参加し、障害者雇用

の促進や都立病院の独立行政法人化問題、福祉保

育労としての知事室要請の実施などを要請しまし

た。
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